
  

平成 28 年度全国統一防火標語 

 

消しましょう その火その時 その場所で 
 

 

      
 

阿賀野市消防本部庁舎       かがやき分署庁舎 
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1.  阿賀野市の概要と沿革 
 

  阿賀野市は、新潟平野のほぼ中央に位置し、南側に大河阿賀野川が流れ、

東側に標高1,000メートル級の山々が連なる五頭連峰を背にして形成された扇

状地に6,500ヘクタール余りの水田が広がる穀倉地帯です。 

 県都新潟市から南東へ約20キロメートル、東は新発田市、阿賀町、西は新潟

市、南は五泉市、阿賀町、北は新潟市、新発田市にそれぞれ接しています。磐

越自動車道と国道49号が南北に、国道460号と290号、ＪＲ羽越本線が東西に走

り、県都に隣接する自然環境豊かな地域です。 

 阿賀野市は、東西約18.5キロメートル、南北約15.3キロメートルで、192.7平方

キロメートルの面積を有しています。地目別に見ると、農地が73.2平方キロメート

ル、宅地が12.1平方キロメートル、山林64.8平方キロメートルとなっています。 

 阿賀野市の気候は、日本海気候に属していますが、冬期間でも近年の暖冬傾

向により、小雪で日常生活に支障が出るようなことはありません。春から夏にかけ

て、阿賀野川の水面を渡るように、時折強い東南(ダシ)の風がこの地域を吹き抜

けます。 

  自然山水はすべて五頭山脈に源流を発し、東から西又は北西に向かって流

れていてその主なるものは、北から折居川、大荒川、安野川、ツベタ川がありま

す。ほかに人工用水路として、小松地先阿賀野川から取水し山裾を北上して新

潟東工業港へと延びる阿賀右岸大規模用水の幹線及び支線、水路が管内殆

どの農地を潤すとともに、農閑期でも大切な消防水利となっています。 

  道路網は、磐越自動車道が南部を横断し、市内唯一の安田インターチェンジ

があります。国道49号が中心部を貫いて、新発田･新潟を結ぶ国道460号と交差

しており、更に国道290号が山沿いを走り五泉市へと延びています。  県道は、

市街地から放射線状に、水原･出湯線、大室･水原線、新関･水原停車場線、

新潟･長浦線等があります。 

  平成6年7月28日、磐越自動車道、安田インター･新潟中央インター間が、平

成8年11月14日安田インター･津川インター間の供用開始、平成9年10月1日全

線開通により新潟市はじめ県内外からの交通アクセスがより良くなりました。 
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ＪＲ羽越線新津･新発田間が平野部を南西から北東に走り、「きょうがせ」、「す

いばら」、「かみやま」の3駅があります。 

  阿賀野市は、有史以来交通、経済、文化、軍事の要衝となり、徳川時代には

幕府直轄の奉行所や代官所が置かれ、廃藩置県前後の明治2年には越後府が

置かれ水原県となり、やがて新潟県と変遷したことから新潟県政発祥の地である

という自負もあり、平成7年8月には水原代官所を復元しました。 

  市内の安田地区、笹神地区、京ヶ瀬地区は支配系統の異なる新発田領でし

たが、日常生活、経済活動に最も密接な水原地区の市場を中心に共同生活圏

が生成され一体感が培われ今日に至っています。 

  これらを背景として昭和41年4月旧町村及び消防機関の協議会の総会にお

いて広域消防早期実現の決議がなされ、この方針に則り、県の助言指導を受け

ながら事務担当者から消防機関、町村執行部、議会へと段階的に広く研究協

議を重ね、紆余曲折の末、昭和45年10月1日から救急業務を旧水原町に委託

する方法により開始し、昭和48年4月1日一部事務組合が発足し、常備消防だ

けではありますが一体化が実現しました。 

その後昭和54年4月1日、阿賀北広域組合水原郷消防本部が発足。 

  平成16年4月1日、水原町・安田町・笹神村・京ヶ瀬村が町村合併し、阿賀野市が誕

生、阿賀野市消防本部となり、平成26年に10周年を迎え、消防力強化のため旧各町

村にあった分遣所を統廃合し、新たに安田地区の新潟県東部産業団地内にかがやき

分署を開庁、１本部２署体制になり、現在に至ります。  
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2．阿賀野市消防本部のあゆみ 
 
昭和48. 4. 1    水原郷消防組合発足、構成町村 水原町、安田町、笹神村 

京ヶ瀬村、組合管理者に水原町長佐藤貞太郎就任（消防長事 

務取扱)水原郷消防職員として水原町退職者23名、安田町退 

職者6名、笹神村退職者3名を採用。新採用20名を含め常勤職 

員総員52名となる。 

                 旧水原町消防庁舎を利用し消防本部・署を設置、消防自 

動車2台、救急車1台、指令車1台、署員33名、旧安田町消防 

本部を利用し安田分遣所を設置、消防車1台・救急車1台署 

員7名、旧笹神村消防団本部を利用し笹神分遣所を設置、消 

 消車1台、署員6名、旧京ヶ瀬村農業共済組合事務所を利用 

し京ヶ瀬分遣所を設置、消防車1台、署員6名。以上の体制 

で発足した。 

昭和48. 4. 1     阿賀野川総合運動場を阿賀野川総合運動場協議会から当 

消防組合が引き継ぐ。 

昭和48. 7. 1     本署27名、安田分遣所9名、笹神分遣所8名、京ヶ瀬分遣 

所8名の体制となる。 

昭和48. 9.       軽連絡車1台購入本署に配置。 

昭和48.11.       2,000リットル入りタンク車1台購入、本署に配置。 

昭和48.12.20     管理者水原町長佐藤貞太郎退職。 

昭和49. 2. 7     笹神村長折笠信雄管理者（消防長事務取扱）に就任。 

昭和49. 3.       指令車更新本署に配置。 

昭和49. 3.31     職員1名退職、実員51名となる。 

昭和49. 4. 1     職員新採用8名、実員59名となる。 

昭和49. 4.       笹神分遣所新庁舎鉄筋コンクリート造が落成し移転。 

昭和49. 6.       軽連絡車1台購入安田分遣所に配置。 

昭和49. 7. 1     本署31名、安田分遣所10名、笹神分遣所9名、京ヶ瀬分 
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遣所9名の体制となる。 

昭和49. 9. 8    第25回県消防大会ポンプ操法競技大会ポンプ車の部で、 

              第3位入賞。（会場佐渡小木町） 

昭和49.10.      笹神分遣所消防車更新。 

昭和49.11.21    本署消防車1台水原町消防団に返納。 

昭和50. 4. 1    職員新採用1名、実員60名となる。 

昭和50. 4.      阿賀野川総合運動場連絡車1台購入本署に配置。 

昭和50. 4.      軽連絡車1台購入笹神分遣所に配置。 

昭和51. 4.      軽連絡車1台購入京ヶ瀬分遣所に配置。 

昭和51. 7.      機材積載車1台購入本署に配置。 

昭和51.10. 8    日本損害保険協会から消防車（BD-Ⅰ型）1台寄贈を受け本 

署に配置。 

昭和52. 3.31    職員1名退職、実員59名となる。 

昭和52. 4. 1    職員新採用1名、実員60名となる。 

昭和53. 3.31    職員1名退職により本署29名、安田分遣所10名、笹神分遣 

所10名、京ヶ瀬分遣所10名体制の実員59名となる。 

昭和53. 4. 1    新発田広域消防と消防相互応援協定締結。 

昭和53. 5.12    安田局119番を本部へ移転。指令卓への組込は、6月5日。 

昭和53. 7.23    二市北蒲原地区支会ポンプ操法競技会、署ポンプ自動車 

の部で優勝。（会場 豊栄市） 

昭和53. 8.20    第29回県消防大会操法競技大会署ポンプ自動車の部で優 

勝。（会場 六日町） 

昭和54. 3.31    水原郷消防組合解散。 

昭和54. 4. 1    阿賀北広域組合発足。 

                組合構成団体に豊栄市も含まれることとなったが、消防に 

関しては従来通り。 

                組合管理者に水原町長吉川正夫就任、消防長に小林正巳が 

就任した。 
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                消防施設、消防態勢は旧水原郷消防組合より継承。 

昭和54.11.13    村松瓦斯水道株式会社から広報車1台の寄贈を受け本署に 

配置。 

昭和55. 2. 5     日本自動車工業会から救急車（2B型）1台の寄贈を受け本 

署に配置。 

                旧救急車（A級）は予備車として運用。 

昭和55. 4. 1     職員新採用2名、本署31名、安田分遣所10名、笹神分遣所 

10名、京ヶ瀬分遣所10名、実員61名となる。 

昭和55. 4. 1    水原郷消防署救助隊発足。 

昭和55. 7.20    二市北蒲原地区支会ポンプ操法競技大会署ポンプ自動車 

の部で優勝。（会場 水原町） 

昭和55.10.24    副管理者笹神村長折笠信雄任期満了退任。 

昭和55.10.25    笹神村長五十嵐利彦副管理者に就任。 

昭和56. 1. 1    職員１名死亡退職、実員60名となる。 

昭和56. 3. 1    救急医療情報システム端末機設置により運用開始 

(県委託) 

昭和56. 3.31    職員１名退職、実員59名となる。 

昭和56. 4. 1    職員新採用2名、実員61名となる。 

昭和56. 7.24    第10回消防救助技術東北指導会初出場。（会場 仙台市） 

昭和56.11.30    防衛施設庁補助事業により消防ポンプ自動車（BD-Ⅰ型） 

 1台購入本署に配置。 

昭和57. 3.31    消防庁舎建設用地取得、造成工事完了（6,049㎡）。 

昭和57. 6. 9    副管理者京ヶ瀬村長小林健司任期満了退任。 

昭和57. 6.10    京ケ瀬村長米山俊彦副管理者に就任。 

昭和57.11.22    消防庁、消防施設補助事業により消防ポンプ自動車（BD- 

              Ⅱ型)1台購入安田分遣所に配置。 

昭和58. 3.      新消防庁舎竣工。 

昭和58. 4.15    新庁舎に移転、業務開始。 
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昭和58. 7.12     新消防庁舎竣工式。 

昭和58. 8.       消防庁舎舗装工事竣工。 

昭和58. 9. 1     豊栄市と消防相互応援協定締結。 

昭和58.12.       消防庁舎消雪パイプ施設工事竣工。 

昭和59. 7. 5     屋外訓練場張芝工事竣工。 

昭和60. 5.       幼年消防クラブ、15クラブ発足。 

昭和60. 8.28     職員1名退職、実員60名となる。 

昭和60.10.30     消防庁消防施設補助事業により消防ポンプ自動車 

（CD- Ｉ型）1台購入、京ケ瀬分遣所に配置。 

昭和61. 4. 1     職員新採用1名、実員61名となる。 

昭和61. 5.       幼年消防クラブ、7クラブ結成し22クラブとなる。 

昭和61. 8.25     日本損害保険協会から消防ポンプ自動車(BD-Ⅰ型)1台 

寄贈を受け本署に配置。 

昭和62. 3.31     職員１名退職、実員60名となる。 

昭和62. 4. 1     職員新採用1名、実員61名となる。 

昭和62. 5.       幼年消防クラブ、1クラブ結成し23クラブとなり、管内 

の結成率100％となる。 

昭和62. 8.25     ＮＴＴ衛星通信119番設置。 

昭和63. 6.30    職員1名退職、実員60名となる。 

昭和63. 8.      日本消防協会から救急車（2B 型）1台寄贈を受け本署に 

配置。旧救急車は予備車として運用。 

平成元. 3.31    職員2名退職、実員58名となる。 

平成元. 4. 1    職員新採用4名、実員62名となる。 

平成元. 5. 1    職員新採用1名、実員63名となる。 

平成 2. 1. 1    水原郷幼少年婦人防火委員会結成。 

平成 2. 2.23     防衛施設庁補助事業により水槽付消防ポンプ自動車 

（水Ⅱ型）1台購入本署に配置。 

平成 2. 3.31     職員2名退職、実員61名となる。 
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平成 2. 4. 1     職員新採用2名、転出1名、実員62名となる。 

平成 2. 7. 1     安田分遣所配置の日本赤十字社救急車（2B型)更新。 

平成 2. 8. 1     指令車更新。 

平成 2. 9. 1     新潟県・水原郷総合防災訓練を当管内において実施。 

平成 3. 3.31     職員1名退職、実員61名となる。 

平成 3. 4. 1     職員新採用4名、実員65名となる。 

平成 4. 3.31     職員1名退職、実員64名となる。 

平成 4. 4. 1     定員72名、職員新採用4名、実員68名となる。 

平成 5. 4. 1     定員78名、職員新採用5名、実員73名となる。 

平成 5.12.16     消防庁消防施設補助事業により救助工作車１台購入、本

署に配置。 

平成 5.12.20     管理者水原町長吉川正夫任期満了退任。 

平成 5.12.21     水原町長五十嵐雄介管理者に就任。 

平成 6. 3.31     職員2名退職、実員71名となる。 

平成 6. 4. 1     定員78名、職員新採用6名、実員77名となる。安田分遣 

所19名体制となる。 

平成 6. 7. 1     磐越自動車道供用開始に伴い、安田分遣所に高速救急隊 

発足。 

平成 6. 7.19     磐越自動車道消防相互応援協定、締結。 

平成 6.12.13     高速救急隊用救急車（2B型）1台更新、安田分遣所に配置。 

平成 7. 3.22    防衛施設庁補助事業により消防ポンプ自動車（CD-Ｉ型） 

1台購入、笹神分遣所に配置。 

平成 7. 3.31     副管理者笹神村長五十嵐利彦任期満了退任。 

平成 7. 3.31     職員4名退職、実員73名となる。 

平成 7. 4. 1     定員78名、職員新採用4名、実員77名となる。 

                 新潟県消防防災ヘリコプタ－応援協定、締結。 

平成 7. 4.24     笹神村長佐藤一宇副管理者に就任。 

平成 8. 2.       消防庁消防施設補助事業により、消防緊急通信指令施設 
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設置。 

平成 8. 3.       消防庁及び県消防施設補助事業により高規格救急車 

（2B型）1台購入、本署に配置。 

平成 8. 4.       連絡車１台更新、本部に配置。 

平成 8.11.11     東蒲原広域消防組合との消防相互応援協定、締結。 

平成 9. 3.       消防ポンプ自動車（CD-Ｉ型、900Ｌ水槽付）1台更新、 

安田分遣所に配置。 

平成 9. 3.31     職員2名退職、実員75名となる。 

平成 9. 4. 1     定員78名、職員新採用3名、実員78名となる。 

平成10. 3.20     職員1名死亡退職、実員77名となる。 

平成10. 4. 1     定員78名、職員新採用1名、実員78名となる。 

平成10. 8. 3     安田分遣所配置の日本赤十字社救急車(2B型) 更新。 

平成10. 9.25     日本損害保険協会から消防ポンプ自動車（CD-Ｉ型）1台 

寄贈を受け本署に配置。 

平成12. 3.31     職員1名退職、実員77名となる。 

平成12. 4. 1     定員78名、職員新採用1名、実員78名となる。 

平成12. 5. 2     五泉市消防本部と「ホテルさきはな」における消防業務 

について覚書締結。 

平成13. 3. 8     消防ポンプ自動車（CD-Ⅰ型）1台更新、京ヶ瀬分遣所に 

配置。 

平成13. 3.31     職員1名退職。実員77名となる。    

平成13. 4. 1     京ヶ瀬分遣所、新庁舎移転、業務開始。 

平成14. 9.28     新潟県消防長会主催、新潟県消防職員駅伝大会を当本部管 

内を会場に実施。優勝は五泉市消防本部。 

平成15. 8. 9     職員1名死亡退職、実員76名となる。 

平成16. 3.       防衛施設庁補助事業により水槽付消防ポンプ自動車 

（水-Ⅱ型）1台更新、本署に配置。 

平成16. 3.       財団法人日本消防協会から指令車1台寄贈を受け本部に 
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配置。 

平成16. 3.31     職員1名退職、実員75名となる。 

平成16. 4. 1      阿賀野市消防本部となり、定員85名、消防職員75名・事務 

職員3名(消防団事務担当)、計78名体制となる。 

平成16.11.30    職員1名退職、実員77名となる。 

平成17. 3.     24ｍ級はしご車1台導入、本署に配置。 

平成17. 3.31    職員1名退職、実員76名となる。 

平成17. 4. 1    定員85名、職員新採用4名、実員80名体制となる。 

平成17. 8. 4     安田分遣所配置の日本赤十字社救急車（2B型）更新。 

平成18. 3.31    職員2名退職、実員78名となる。 

平成18. 4. 1    定員85名、職員新採用2名、実員80名体制となる。 

平成19. 3.31     職員1名退職、実員79名となる。 

平成19. 4. 1     定員85名、職員新採用2名、実員81名体制となる。 

平成19. 9.10    指令車(指令2号車)･広報車(指令3号車)老朽化のため廃 

車。 

平成20. 4. 1     定員85名、職員新採用3名、実員84名体制となる。 

平成20. 7.29    職員1名退職、実員83名となる。 

平成20.10.28    消防庁消防施設等整備費補助事業・緊急消防援助隊設備 

整備事業補助により高規格救急車更新・本署に配置。 

    前高規格救急車は、安田分遣所に配置。 

平成21. 3.10    高規格救急車更新により、旧2B型救急車を朱色全面塗装 

して広報車(指揮後方支援車)として運用開始。 

平成21. 3.31   職員1名退職、実員82名となる。 

平成21. 4. 1   定員85名、職員新採用3名、実員85名体制となる。 

平成21.12.31   職員1名退職、実員84名となる。 

平成22. 3.31   職員4名退職、実員80名となる。 

平成22. 4. 1   定員85名、職員新採用5名、実員85名体制となる。 

平成23. 1.31   職員1名退職、実員84名となる。 
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平成23. 3. 1   防衛施設庁補助事業により、消防ポンプ自動車 

(CD-Ⅰ型）1台更新、笹神分遣所に配置。 

平成23. 3.31   職員6名退職、実員78名となる。 

平成23. 4. 1   定員85名、職員新採用5名、実員83名体制となる。 

平成23. 4.20   消防救急デジタル無線基本設計(電波伝搬調査等)業務 

委託。 

平成23. 8.31   職員1名退職、実員82名となる。 

平成23.10.13   消防緊急通信指令装置更新。 

平成24. 3. 8   消防救急デジタル無線実施設計業務委託。 

平成24. 3.26    緊急消防援助隊設備整備費補助事業により、救助工作車 

(Ⅱ型)1台更新、京ヶ瀬分遣所に配置。 

平成24. 3.31    職員1名退職、事務職員1名異動、実員80名となる。 

平成24. 4. 1    定員85名、職員新採用2名、実員82名体制となる。 

平成24. 6.26    消防機能再編事業基本・実施設計業務委託。 

平成25. 3.31    職員5名退職、実員77名となる。 

平成25. 4. 1    定員85名、職員新採用5名、実員82名体制となる。 

平成25. 4. 1    消防救急デジタル無線運用開始。  

平成26. 3.31    職員6名退職、実員76名となる。 

平成26. 3.31    署所再編によって、安田分遣所、笹神分遣所及び京ヶ瀬 

分遣所の3分遣所を廃止。 

平成26. 4. 1    定員85名、職員新採用6名、実員82名体制となる。  

平成26. 4. 1    かがやき分署新庁舎業務開始。1本部1署3分遣所から1本 

部1署１分署となり消防本部・消防署54名、かがやき分署 

28名の体制となる。  

平成26. 4. 1    高規格救急車1台更新、かがやき分署に配置。  

平成26.10.10     職員1名退職、実員81名となる。 

平成27. 2. 1     消防庁緊急消防援助隊設備整備補助事業により、消防ポ 

ンプ自動車(CD-Ⅰ型)1台更新、本署に配置。 
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平成27. 2.       総務省所管に属する物品の無償貸与事業により、救助資 

機材搭載型消防ポンプ車1台借受、消防団安田常備分団に 

配置。 

平成27. 2.26     防衛省防衛施設周辺民生安定施設整備事業により、高規 

格救急車1台更新、本署に配置。 

平成27. 3.31    職員2名退職、実員79名となる。 

平成27. 4. 1    定員85名、職員新採用5名、実員84名体制となる。 

平成27. 8.31     職員1名退職、実員83名となる。 

平成28. 3.31    職員4名退職、実員79名となる。 

平成28. 4. 1    定員85名、職員新採用5名、実員84名体制となる。 

平成29. 2. 8   消防ポンプ自動車(CD-Ⅰ型)1台更新、分署に配置。 

平成29. 3.31     職員1名退職、実員83名となる。 

 

 



3． 阿賀野市消防本部管轄区域図

阿賀野市消防本部
阿賀野市消防署

かがやき分署

阿賀野市

至・新発田市

至・新潟市北区

至・新潟市江南区

至・新潟市秋葉区

至・阿賀町

至・五泉市

至・新発田市
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192.74

43,421

13,389

43,464

14,355

22,602

(100)

産 2,240

(9.9)

業 7,638

(33.8)

構 12,154

(53.8)

造 570

(2.5)

1

市

街

地

密

集

地

等

状

況

人口5,000人未満4,000人以上

人口4,000人未満3,000人以上

人口3,000人未満2,000人以上

　分 類 不 能　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　（％）

市　　街　　地

 
　
 

準
 

市
 

街
 

地

人口2,000人未満1,000人以上

人口10,000人未満　5,000人以上

4. 阿賀野市構造

2

3

1

　第3次産業

　　　　　　　　　　　　　　　（％）

　　　　　　　　　　　　　　人

　　　　　　　　　　　　　　　（％）

　　　　　　　　　　　　　　　人

　第2次産業

　　　　　　　　　　　　　　　（％）

      人口（27年国調）（人）

　　　　　　　　　　　　　　　人

　第1次産業

　就業人口　　　　　　　　人

      世帯数（27年国調）　

　    面積（27年国調）（k㎡）　

　　　　　　　　　　　　　　　人

区　　　　　分

※　市街地密集地等状況は、平成29年3月末。

      平成29年3月末 世帯数　

（22年国調）　　　　　　　　（％）

      平成29年3月末 人口（人）
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消防本部･署

〒959-2003
 阿賀野市安野町

 14番4号

かがやき分署

〒959-2206

 阿賀野市かがやき

 5917番地34
3,903.88 786.60 1,498.73

 鉄骨造2階建

平成26年3月

℡ 0250-68-3007

℡ 0250-62-2058
平成26年3月増改築

5,925.68 1,034.72 1,898.54

 鉄筋コンクリート造

 一部3階建

昭和58年3月

5. 消防庁舎現況

名　称
所在地

構　造
建築年月日

面　積　㎡

敷　地 建　築 延　べ
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　消防団本部

市　長

消防団係

庶務係
総務課

管理係

消防係

機械係
防災課

救急救助係

通信係

予防係
予防課

危険物係

                  6. 消防機構

団事務局

水原方面隊 23分団

常備分団

15分団

24分団

13分団

かがやき分署

本 署

第2小隊

第1小隊

第3小隊

第3小隊

消防本部

第2小隊第2中隊

第3中隊

安田方面隊

笹神方面隊

京ヶ瀬方面隊

女 性 部

通信指令室

第1消防分隊

第2消防分隊

第1救急分隊

第2救急分隊
(兼務)

はしご分隊
(兼務)

救助分隊
(兼務)

第1中隊 第1小隊

第1消防分隊

第2消防分隊

第1救急分隊

第2救急分隊
(兼務)

救助分隊
(兼務)

消防署
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(単位：円）

当初予算額 決 算 額 当初予算額 前年度比較

934,238,000 920,484,455 901,970,000 △ 32,268,000

934,238,000 920,484,455 901,970,000 △ 32,268,000

677,085,000 677,121,687 623,269,000 △ 53,816,000

( 2 )  給　  　料 290,892,000 293,800,800 ( 2 )  給　  　料 298,305,000 7,413,000

( 3 )  職員手当
等

212,481,000 214,720,901 ( 3 )  職員手当
等

219,343,000 6,862,000

( 4 )　共　済　費 92,118,000 88,368,345 ( 4 )　共　済　費 90,164,000 △ 1,954,000

( 8 )  報　償　費 23,000 25,689 ( 8 )  報　償　費 22,000 △ 1,000

( 9 )  旅　  　費 514,000 715,100 ( 9 )  旅　  　費 363,000 △ 151,000

(11)　需　用　費 41,093,000 40,635,803 (11)　需　用　費 9,691,000 △ 31,402,000

(12)　役　務　費 975,000 941,851 (12)　役　務　費 1,011,000 36,000

(13)　委　託　料 259,000 221,400 (13)　委　託　料 263,000 4,000

(16)　原 材 料 費 79,000 75,488 (16)　原 材 料 費 79,000 0

(18)　備品購入費 35,978,000 34,999,020 (18)　備品購入費 614,000 △ 35,364,000

(27)　公　課　費 458,000 505,700 (27)　公　課　費 253,000 △ 205,000

119,272,000 116,235,735 117,460,000 △ 1,812,000

( 1 )  報　　　酬 14,548,000 14,008,815 ( 1 )  報　　　酬 14,548,000 0

( 8 )  報　償　費 50,000 40,000 ( 8 )  報　償　費 50,000 0

( 9 )  旅　  　費 9,084,000 8,452,605 ( 9 )  旅　  　費 9,125,000 41,000

(10)　交　際　費 10,000 0 (10)　交　際　費 10,000 0

(11)　需　用　費 5,413,000 5,286,187 (11)　需　用　費 5,040,000 △ 373,000

(12)　役　務　費 2,056,000 2,030,935 (12)　役　務　費 1,903,000 △ 153,000

(13)　委　託　料 0 0 (13)　委　託　料 196,000 196,000

(15)　工事請負費 3,456,000 3,348,000 (15)　工事請負費 4,104,000 648,000

(18)　備品購入費 63,494,000 62,134,336 (18)　備品購入費 61,560,000 △ 1,934,000

(27)　公　課　費 444,000 346,600 (27)　公　課　費 231,000 △ 213,000

95,199,000 91,719,069 56,561,000 △ 38,638,000

( 9 )  旅　  　費 0 0 ( 9 )  旅　  　費 0 0

(11)　需　用　費 10,397,000 11,899,495 (11)　需　用　費 12,154,000 1,757,000

(12)　役　務　費 3,420,000 3,213,088 (12)　役　務　費 3,392,000 △ 28,000

(13)　委　託　料 8,378,000 8,315,497 (13)　委　託　料 7,448,000 △ 930,000

(15)　工事請負費 66,780,000 46,823,940 (15)　工事請負費 11,475,000 △ 55,305,000

(18)　備品購入費 56,000 46,584 (18)　備品購入費 0 △ 56,000

(25)  積　立　金 0 0 (25)  積　立　金 0 0

(27)　公　課　費 0 0 (27)　公　課　費 0 0

1,311,000 △ 208,000

(19)　負担金補助
　　　及び交付金

4,649,000 19,941,481
(19)　負担金補助
　　　及び交付金

20,781,000 16,132,000

3 消 防 施 設 費 3 消 防 施 設 費

(14)　使用料及び
　　　賃借料

1,519,000 1,478,984
(14)　使用料及び
　　　賃借料

219,000 12,000

(19)　負担金補助
　　　及び交付金

20,510,000 20,381,301
(19)　負担金補助
　　　及び交付金

20,474,000 △ 36,000

2 非常 備消 防費 2 非常 備消 防費

(14)　使用料及び
　　　賃借料

207,000 206,956
(14)　使用料及び
　　　賃借料

(19)　負担金補助
　　　及び交付金

2,210,000 2,102,510
(19)　負担金補助
　　　及び交付金

1,427,000 △ 783,000

(14)　使用料及び
　　　賃借料

5,000 9,080
(14)　使用料及び
　　　賃借料

1,734,000 1,729,000

9 消 防 費 9 消 防 費

1 消 防 費 1 消 防 費

1 常 備 消 防 費 1 常 備 消 防 費

      7. 消防予算歳出内訳

年　度　別 平 成 28 年 度 平 成 29 年 度

　科　　　目 　科　　　目
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10,153,000 9,619,907 41,557,000 31,404,000

( 8 )  報　償　費 0 0 ( 8 )  報　償　費 22,000 22,000

( 9 )  旅　  　費 396,000 385,560 ( 9 )  旅　  　費 474,000 78,000

(11)　需　用　費 4,054,000 3,704,836 (11)　需　用　費 4,437,000 383,000

(12)　役　務　費 579,000 567,461 (12)　役　務　費 680,000 101,000

(13)　委　託　料 816,000 1,621,796 (13)　委　託　料 1,849,000 1,033,000

(18)　備品購入費 305,000 290,606 (18)　備品購入費 32,755,000 32,450,000

(27)　公　課　費 75,000 74,600 (27)　公　課　費 107,000 32,000

1,101,000 780,523 1,096,000 △ 5,000

( 9 )  旅　  　費 938,000 643,800 ( 9 )  旅　  　費 938,000 0

(11)　需　用　費 139,000 124,453 (11)　需　用　費 130,000 △ 9,000

(12)　役　務　費 24,000 12,270 (12)　役　務　費 28,000 4,000

31,227,000 24,867,726 61,828,000 30,601,000

( 1 )  報　　　酬 48,000 0 ( 1 )  報　　　酬 48,000 0

( 3 )  職員手当
等

1,000,000 898,916 ( 3 )  職員手当
等

1,000,000 0

( 4 )　共　済　費 210,000 165,031 ( 4 )　共　済　費 208,000 △ 2,000

( 7 )  賃　　　金 1,274,000 1,078,560 ( 7 )  賃　　　金 1,279,000 5,000

( 8 )  報　償　費 100,000 0 ( 8 )  報　償　費 40,000 △ 60,000

(11)　需　用　費 3,334,000 3,352,900 (11)　需　用　費 8,196,000 4,862,000

(12)　役　務　費 680,000 578,724 (12)　役　務　費 1,187,000 507,000

(13)　委　託　料 6,107,000 5,896,800 (13)　委　託　料 15,791,000 9,684,000

(15)　工事請負費 4,722,000 3,250,800 (15)　工事請負費 8,964,000 4,242,000

(16)　原 材 料 費 100,000 46,224 (16)　原 材 料 費 100,000 0

(18)　備品購入費 0 0 (18)　備品購入費 22,000,000 22,000,000

 7 　山 岳 遭 難  7 　山 岳 遭 難 
　救 助 対 策 費 　救 助 対 策 費

( 9 )  旅　  　費 144,000 90,000 ( 9 )  旅　  　費 145,000 1,000

(11)　需　用　費 47,000 46,656 (11)　需　用　費 44,000 △ 3,000

(12)　役　務　費 10,000 3,152 (12)　役　務　費 10,000 0

201,000 139,808 199,000 △ 2,000

1,391,000 1,000

(19)　負担金補助
　　　及び交付金

12,262,000 8,267,020
(19)　負担金補助
　　　及び交付金

1,624,000 △ 10,638,000

 5　水　　防　　費  5　水　　防　　費

 6　災 害 対 策 費  6　災 害 対 策 費

(14)　使用料及び
　　　賃借料

1,390,000 1,332,751
(14)　使用料及び
　　　賃借料

(19)　負担金補助
　　　及び交付金

3,205,000 2,289,344
(19)　負担金補助
　　　及び交付金

540,000 △ 2,665,000

4 救 急 業 務 費 4 救 急 業 務 費

(14)　使用料及び
　　　賃借料

723,000 685,704
(14)　使用料及び
　　　賃借料

693,000 △ 30,000
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ポ 消

ン 防

プ 吏

車 員

7 80

7 80

7 79

7 81

7 82

96 16,977

12,00268

97 17,476

28 920,484 21 64 11,225

192.7 44,037 14,290 27.53

6,496192.7

192.7 45,043 14,118

6,368

6,20927.53

25

26

6,435

14,214

28

44,579

192.7

2,017

27

消防吏員１人当り

2,01014,07045,469

563

176

6,291

27.53 176

2,031

消防費決算額

          （千円）

消防吏員一人当り

 の消防費 （千円）

１世帯当たりの

(年度末)

  消防費 （千円）

面積

人口一人当たりの

 消防費 （千円）

人　　口 世　　帯

960,199

1,358,190

17

 

1,380,647

k㎡

世帯数

　　　　　　    面積･人口・世帯数

分 面積

ポンプ車１台当り区

人口

住基人口及世帯数

k㎡

21

    9．消防吏員及びポンプ車の単位当りの

30

30

27 750,615 52 9,266

区分

 年度

年度

25

24

24

26

8. 消防費と人口･世帯の割合

面積 人口 世帯数

27.53

27.53

2.41

180

2.41

k㎡

568

564

544

　注:消防吏員は各年度末数。

192.7

43,464

　注:ポンプ車数には、ポンプ付き救助工作車１台とはしご車１台を含む。

14,355

2,041

2,051 1755302.35

2.44

1762.38
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30年以上35
年未満

5

1 1

1

50

2

歳

11

35年以上40
年未満

40年以上

1 4

5年以上10年
未満

平均

45

～

15 16

～

12

40

　10. 消防吏員数　

（1）階　級　別

階級

定員

　　　　　 平成28年4月1日現在

6

55

34.9
9

5

20 25 30 35

5

6 6
2年以上3年

未満

3年以上5年
未満

消防司令長 消防司令補

　　　　平成28年4月1日現在

実員

（2）勤続年数別

階級

年数

1年未満

1年以上2年
未満

1

41

14 14

51

         平成28年4月1日現在

6 6

55

～

36

～

5646

～ ～ ～

合計

（3）年　齢　別

区　　　 員     令

1

1 10

25年以上30
年未満

10年以上15
年未満

15年以上20
年未満

 　人　　 　年

構 成 比

82 4

(％)

100 5

人　　員

7 10

21 26 31

28

823

～ ～

消防司令

10

5 26 13

　　　分　　　計

20年以上25
年未満

5

消防士

3629

消防士長

1

消防副士長 合　計

85

82

消防司令長 消防司令 消防司令補 消防士長 消防副士長 消防士 合　計

5 5

4 1 5

17

4 8 12

17

29 1 5 36 82

(単位 人)

(単位 人)

(人)
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    階  級  別

大 型 免 許 1 9 29 1 5 25 70

中 型 免 許 1 1

普 通 免 許 1 10 29 1 5 36 82

大 型 特 殊 免 許 1 5 10 1 5 22

け ん 引 免 許 1 1

自 動 二 輪 免 許 1 7 18 1 1 6 34

原 付 免 許 6 22 1 2 15 46

3 12 1 1 5 22

1 9 3 13

1 9 3 13

1 26 1 4 20 52

1 10 29 1 5 31 77

1 11 1 3 16 32

2 9 1 12

2 10 1 1 6 20

2 8 2 5 17

1 1

 第　４　類 1 1

 第　５　類 1 1

 第　１　類 1 1

 第　２　類 1 1

 第　３　類 1 1

 第　４　類 1 1 2

 第　５　類 1 1

 第　６　類 3 6 1 1 4 15

 第　７　類 1 1 2

乙種第１類 1 5 1 1 8

乙種第２類 1 4 1 2 8

乙種第３類 1 6 1 1 9

乙種第４類 9 25 1 5 31 71

乙種第５類 1 7 1 1 10

乙種第６類 1 7 1 1 10

丙　　　種 3 4 7

防火査 察専 門員 1 4 1 2 8

危 険 物 専 門 員 2 4 6

消 防 用 設 備 等 専 門 員 3 3

第　1　種 1 1

第　2　種 1 1

消防設備
点検資格者

ＩＣＬＳコース修了者

ＰＳＬＳコース修了者

危
険
物
取
扱
者

ＭＣＬＳコース修了者

救 急 救 命 士

救 急 Ⅰ 課 程 修 了 者

救 急 Ⅱ 課 程 修 了 者

救 急 標 準 課 程 修 了 者

ＡＣＬＳコース修了者

計
資 格 区 分

自
動
車
運
転
免
許

一
 
種

予防
技術

資格者

応 急 手 当 指 導 員

ＪＰＴＥＣプロバイダー

消
防
設
備
士

甲
種

乙
　
　
種

11. 消防吏員特殊技能資格取得状況

　                                 　　　　　　　　　　　　　               （平成28年4月1日現在）(単位　人)

司
令
長

司
　
令

司
令
補

士
　
長

副
士
長

消
防
士
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　　　　　　　　　　階　級　別

資 格 区 分

第２級陸上特殊無線技士 1 10 29 1 41

第３級陸上特殊無線技士 1 5 32 38

アマチュア無線技士 6 8 14

アセチレンガス溶接士技能者 4 5 1 1 11

１ 級 小 型 船 舶 操 縦 者 2 1 3

２ 級 小 型 船 舶 操 縦 者 2 3 5

潜 水 士 3 3 1 1 1 9

小型移動式クレーン運転技能講習 4 9 1 4 14 32

玉 掛 技 能 5 14 1 4 14 38

２ 級 建 築 士 1 1

足場の組み立て等作 業主 任者 1 4 3 1 9

乙種火薬類取扱保安責任者 1 1

酸素欠乏危険作業主任者 2 3 1 1 7

第２種酸素欠乏危険作業主任者 13 1 1 1 16

特定化学物質等作業主任者 1 2 3

　                                 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  （平成28年4月1日現在）(単位　人)

司
令
長

司
　
令

司
令
補

士
　
長

副
士
長

消
防
士

計
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